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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

1 総
違反屋外広告物
除却事業

都市の良好な景観を維持
するとともに、歩行者等
公衆に対する危害を防止
するため

歩行者
等

義
務

景観まち
づくり課

1,225
目標を概ね達成して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,227
現状維

持
なし 維持

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

通報対応や定期
的な巡回による
違反屋外広告物
の監視・撤去作
業

実施回数
（年間）

24回 20回

通報対応や定期
的な巡回による
違反屋外広告物
の監視・撤去作
業

実施回数
（年間）

24回
不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

県内一斉除却
キャンペーンの
実施

実施回数
（９月１０
日）

１回 1回 8
県内一斉除却
キャンペーンの
実施

実施回数
（９月１０
日）

１回 5
不
可

必
要

済 済 無 なし 維持

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

委託業者による
違反広告物の除
却・回収・運搬
作業

実施回数
（年間）

４８回 ４８回 1,025

委託業者による
違反広告物の除
却・回収・運搬
作業

実施回数
（年間）

４８回 1,045 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

委託業者による
違反広告物の除
却・啓発ﾊﾟﾄﾛｰﾙ
（特別景観まち
づくり地区）

実施日数
（年間）

４４日 ４４回 180

委託業者による
違反広告物の除
却・啓発ﾊﾟﾄﾛｰﾙ
（特別景観まち
づくり地区）

実施日数
（年間）

24回 77 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

簡易除却された
違反広告物を廃
棄するための告
示等の事務手続

告示回数
（年間）

１２回 １２回

簡易除却された
違反広告物を廃
棄するための告
示等の事務手続

告示回数
（年間）

１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

違反広告物を撤
去する市民協力
員による除却作
業

実施回数
（除却枚数）

１２回
（50
枚）

１２回
（74
枚）

12

違反広告物を撤
去する市民協力
員による除却作
業

実施回数
（除却枚数）

１２回
（50
枚）

100 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

1
違反屋外広告物
除却事業

景観まち
づくり課

市民協力員の活
動アピール及び
研修等の実施

実施時期 21年9月 21年9月
市民協力員の活
動アピール及び
研修等の実施

実施時期 21年9月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
景観まちづくり
条例に基づく届
出等の受理事務

一定規模以上の建築物等
について、景観まちづく
り条例に基づき、良好な
景観形成への誘導を図る
ため

事業計
画者

義
務

景観まち
づくり課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

2

景観まちづくり
条例に基づく届
出等の受理事務

景観まち
づくり課 届出受理事務

届出の受付日
数

241日 241日 届出受理事務
届出の受付日
数

243日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

2

景観まちづくり
条例に基づく届
出等の受理事務

景観まち
づくり課 審査・交付事務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（５件）

１００％
（３件）

審査・交付事務
届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（５件）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

3 総
地区計画の区域
内における行為
の受理事務

地区計画区域内における
建築行為等について、良
好な住環境の保全ととも
に、安全でうるおいのあ
る住宅地としての発展を
図る

事業計
画者

義
務

景観まち
づくり課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

3

地区計画の区域
内における行為
の受理事務

景観まち
づくり課 届出受理事務

届出の受付日
数

241日 241日 届出受理事務
届出の受付日
数

243日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

3

地区計画の区域
内における行為
の受理事務

景観まち
づくり課 審査・交付事務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（８０
件）

１００％
（４９
件）

審査・交付事務
届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（８０
件）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

4 総
屋外広告物の許
可等の事務

地域の美観風致の維持と
公衆に対する危害の防止
のため、屋外広告物を規
制するため

屋外広
告物設
置者

義
務

景観まち
づくり課

60
目標を概ね達成して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 30
現状維

持
有り 維持

4
屋外広告物の許
可等の事務

景観まち
づくり課

申請受付・手数
料徴収事務

届出の受付日
数

241日 241日
申請受付・手数
料徴収事務

届出の受付日
数

243日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

4
屋外広告物の許
可等の事務

景観まち
づくり課 審査・交付事務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（115
件）

１００％
（187
件）

57 審査・交付事務
届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（115
件）

10 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

維持

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

4
屋外広告物の許
可等の事務

景観まち
づくり課

実務者研修等へ
の参加

研修回数
（年間）

２回 １回 3
実務者研修等へ
の参加

研修回数
（年間）

２回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

5 総
特別景観まちづ
くり推進事業

茅ヶ崎駅北口周辺地区を
始め特別景観まちづくり
地区として指定した地区
の景観まちづくりのため

特別景
観まち
づくり
地区

政
策

特別景観まち
づくり地区の
景観形成事業

景観まち
づくり課

1,838
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

5
特別景観まちづ
くり推進事業

景観まち
づくり課

元町新栄町線の
街路樹整備･地区
標示板設置工事

整備時期 21年7月
21年10
月

1,838

次年度以降の地
区内のフェンス
緑化・植樹等が
可能な個所の選
定

選定箇所 2か所
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
特別景観まちづ
くり推進事業

景観まち
づくり課

茅ヶ崎駅北口周
辺特別景観まち
づくり推進会と
の協働事業（駅
北口周辺の落書
き消し等の美化

活動回数
（年間）

１回 ７回

6 総

歴史的建造物等
保全活用事業
（協働推進事
業・市民提案
型）

市内の文化遺産等につい
て、施設見学やシンポジ
ウム等を通して文化遺産
の価値、利活用の方法等
を探るため

茅ヶ崎
の文化
景観を
育む会

政
策

歴史的建造物
等の保全・活
性化に関する
事業

景観まち
づくり課

712
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 800 8

歴史的建造物
等の保全・活
性化に関する
事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

6

歴史的建造物等
保全活用事業
（協働推進事
業・市民提案
型）

景観まち
づくり課

茅ヶ崎の文化景
観を育む会との
協働事業運営

シンポジウム
実施時期

21年11
月

21年10
月

712

茅ヶ崎の文化景
観を育む会との
協働推進事業に
よる運営

歴史的建造物
調査件数

2件 800 8

歴史的建造物
等の保全・活
性化に関する
事業

不
可

必
要

不
可

済 無 なし 維持

7 総
景観計画推進事
業

景観計画の運用による良
好な景観の形成

市民
政
策

景観まち
づくり課

1,887
目標を概ね達成して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,922 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観まちづくり
審議会の開催

開催件数
（年間）

５回 ４回 642
景観まちづくり
審議会の開催

開催件数
（年間）

５回 1,135
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観の実務者研
修等への参加

研修回数
（年間）

２回 1回 1
景観の実務者研
修等への参加

研修回数
（年間）

２回 20
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観まちづくり
市民団体（４）
へのアドバイ
ザーの派遣

派遣回数
（年間）

４団体×
２回

１団体×
１回

549

景観まちづくり
市民団体（４）
へのアドバイ
ザーの派遣

派遣回数
（年間）

７団体×
２回

512
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観まちづくり
アドバイザーの
設置

設置人数 ８人 １０人 11
景観まちづくり
アドバイザーの
設置

設置人数 ８人 155
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観シンポジウ
ムの開催

開催件数
（年間）

１回 １回

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

景観計画ガイド
ブック等の作成

策定時期 21年7月 21年7月 684
景観計画ガイド
ブック等の作成

策定時期 22年3月
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

7
景観計画推進事
業

景観まち
づくり課

相談窓口及び地
域に出向いての
景観まちづくり
手法の啓発

説明会等回数
（年間）

１０回 １５回

相談窓口及び地
域に出向いての
景観まちづくり
手法の啓発

説明会等回数
（年間）

１０回
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

7
景観計画推進事
業

都市整備
課

かながわ住まい
まちづくり協会
主催の会議等へ
の参加による情
報交換及び調査
研究

参加回数
（年間）

１回 100
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

8 総
景観法に基づく
届出等処理事務

景観法の規定による届出
の受理、協議、占用許可
の審査等を行う

事業者
公共施
設管理

者

義
務

景観まち
づくり課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

8
景観法に基づく
届出等処理事務

景観まち
づくり課

景観法第16条に
基づく届出受理
事務

届出の受付日
数

241日 241日
景観法第16条に
基づく届出受理
事務

届出の受付日
数

243日 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

8
景観法に基づく
届出等処理事務

景観まち
づくり課

景観法第16条に
基づく届出に係
る審査・交付事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（72
件）

１００％
（93
件）

景観法第16条に
基づく届出に係
る審査・交付事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（72
件）

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
再任用職員等による
対応可能。

予算
なし

8
景観法に基づく
届出等処理事務

景観まち
づくり課

国・県・市など
の公共施設の新
増築等に対する
行為の協議

協議件数
（年間）

５件 ８件

国・県・市など
の公共施設の新
増築等に対する
行為の協議

協議件数
（年間）

５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
景観法に基づく
届出等処理事務

景観まち
づくり課

景観計画に基づ
く公共施設占用
許可事前経由事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（10
件）

５件

景観計画に基づ
く公共施設占用
許可事前経由事
務

届出の適正処
理率(年間受
理件数）

１００％
（10
件）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
(仮称)茅ヶ崎市屋
外広告物条例の
制定

茅ヶ崎市の特性に応じた
屋外広告物の規制誘導を
図る

広告物
事業者

政
策

(仮称)茅ヶ崎
市屋外広告物
条例の制定

景観まち
づくり課

3,808
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 3,125 2
（仮）茅ヶ崎
市屋外広告物
条例の制定

未 高 高 高 終了 なし
減
ら
す

9

(仮称)茅ヶ崎市屋
外広告物条例の
制定

景観まち
づくり課

（仮称）茅ヶ崎
市屋外広告物条
例制定の検討

条例案の県へ
の提出

３月 22年8月 3,808
（仮称）茅ヶ崎
市屋外広告物条
例制定の検討

条例の制定 23年3月 3,125 2
（仮）茅ヶ崎
市屋外広告物
条例の制定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
減
ら
す

10 総
(仮称)茅ヶ崎市公
共サインガイド
ラインの策定

茅ヶ崎の特性に応じた公
共サイン整備の誘導を図
る

公共施
設管理

者

政
策

(仮称)茅ヶ崎
市公共サイン
ガイドライン
の策定

景観まち
づくり課

2,640
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

10

(仮称)茅ヶ崎市公
共サインガイド
ラインの策定

景観まち
づくり課

(財)地方自治研究
機構との共同調
査・検討

調査研究報告
書の作成
(22年3月）

報告書完
成

22年3月 2,640
公共サインガイ
ドライン案の作
成

庁内調整会議
の開催 3回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総

特別景観まちづ
くり地区推進業
務(茅ヶ崎漁港周
辺地区）

茅ヶ崎漁港周辺地区の特
性に応じた景観形成

地区の
地権者
等事業
計画者

政
策

特別景観まち
づくり地区の
指定(茅ヶ崎
漁港周辺地
区）

景観まち
づくり課

440
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 1,051 5
特別景観まち
づくり地区の
指定

未 高 高 高 終了 なし
減
ら
す

11

特別景観まちづ
くり地区推進業
務(茅ヶ崎漁港周
辺地区）

景観まち
づくり課

茅ヶ崎漁港周辺
地区特別景観ま
ちづくり地区指
定の検討

原案の作成 22年3月 22年3月 440

茅ヶ崎漁港周辺
地区特別景観ま
ちづくり地区の
指定

茅ヶ崎漁港周
辺地区特別景
観まちづくり
地区の指定

23年3月 1,051 5
特別景観まち
づくり地区の
指定

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

12 総
特別景観まちづ
くり地区推進業
務(浜見平地区）

浜見平地区の特性に応じ
た景観形成

地区の
地権者
等事業
計画者

政
策

特別景観まち
づくり地区の
指定(浜見平
地区)

景観まち
づくり課

440
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 1,051 5
特別景観まち
づくり地区の
指定

未 高 高 高 終了 なし
減
ら
す

12

特別景観まちづ
くり地区推進業
務(浜見平地区）

景観まち
づくり課

浜見平地区の特
別景観まちづく
り地区指定の検
討

原案の作成 22年3月 22年3月 440
浜見平地区の特
別景観まちづく
り地区指定

浜見平地区の
特別景観まち
づくり地区指
定

23年3月 1,051 5
特別景観まち
づくり地区の
指定

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
減
ら
す

12

特別景観まちづ
くり地区推進業
務(浜見平地区）

景観まち
づくり課

浜見平地区都市
デザインガイド
ラインの運用に
よる建築行為等
に係る事業者等
の協議

協議回数 １０回 １５回

浜見平地区都市
デザインガイド
ラインの運用に
よる建築行為等
に係る事業者等
の協議

協議回数 １０回 5
特別景観まち
づくり地区の
指定

不
可

必
要

不
可

可 無 なし
減
ら
す

13 総
(仮称)まちづくり
センターの調査
研究

茅ヶ崎にふさわしいまち
づくり組織についての調
査・研究報告書を作成す
る

市民・
事業

者・市
民団体

等

政
策

(仮称)まちづ
くりセンター
の調査・研究

景観まち
づくり課

目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ #
(仮称)まちづく
りセンターの
調査研究

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

13

(仮称)まちづくり
センターの調査
研究

景観まち
づくり課

（仮称）まちづ
くりセンター設
立の検討

具体事例の研
究

3月 3月
（仮称）まちづ
くりセンター設
立の検討

具体事例の研
究

23年3月 #
(仮称)まちづく
りセンターの
調査研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13

(仮称)まちづくり
センターの調査
研究

景観まち
づくり課

（仮称）まちづ
くり基金設立の
検討

具体事例の研
究

3月 3月
（仮称）まちづ
くり基金設立の
検討

具体事例の研
究

23年3月 #
(仮称)まちづく
りセンターの
調査研究

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総 景観資源の指定
景観形成に良好な影響を
与えている樹木や建築物
の保全を図る

対象物
の所有

者

政
策

景観重要樹木
の指定

景観まち
づくり課

目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 405 6

景観重要樹
木・ちがさき
景観資源の指
定

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

14 景観資源の指定
景観まち
づくり課

指定対象の抽
出・指定

指定件数
(年間)

5件 7件
指定対象の抽
出・指定

指定件数
(年間)

3件 105 6

景観重要樹
木・ちがさき
景観資源の指
定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

14 景観資源の指定
景観まち
づくり課

景観資源所有者
への助成

補助金交付件
数(年間)

5件 0件
景観資源所有者
への助成

補助金交付件
数(年間)

2件 300
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
みどりの基本計
画の進行管理

みどりの基本計画の進行
管理を行い、進ちょく状
況をみどりの審議会に報
告することで計画の推進
を図る。

みどり
の基本
計画

政
策

公園みど
り課

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし

15
みどりの基本計
画の進行管理

公園みど
り課

みどりの基本計
画の実施状況の
とりまとめ。

報告書の作成 ８月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16 総
みどりの基本計
画の個別施策の
推進

みどりの基本計画に位置
づけられた個別施策を具
体的に推進することで緑
化の推進等を図る。

みどり
の基本
計画個
別施策

政
策

公園みど
り課

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし

16

みどりの基本計
画の個別施策の
推進

公園みど
り課 個別施策の推進

２２年度の進
ちょく状況の
確認

１２月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

みどりの基本計
画の個別施策の
推進

公園みど
り課

市民緑地制度の
推進

先進市事例の
調査研究

23年3月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

みどりの基本計
画の個別施策の
推進

公園みど
り課

屋上・壁面緑化
助成金制度の創
設

先進市事例の
調査研究

23年3月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総

北部丘陵の樹林
及び自然環境保
全に関する条例
の策定

新しい条例を策定するこ
とで本市の自然環境を守
る制度を構築する。

保全条
例

政
策

公園みど
り課

未 高 高 高 拡大 なし
予算
なし

17

北部丘陵の樹林
及び自然環境保
全に関する条例
の策定

公園みど
り課 条例案の作成

条例案の作成
期限

23年3月
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総
生け垣の築造に
対する工事費の
助成

要綱等に基づく仕様基準
により生け垣が築造され
るよう指導し、仕様基準
の遵守を条件として助成
金の交付を約し、緑化の
推進と安全の確保を図

助成要
件を具
備する
市民・
法人

政
策

生け垣奨励事
業

建築指導
課

2,216
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 3,000 9
生け垣の奨励
及び保全事業

未 中 高 中
現状維

持
有り 維持

18

生け垣の築造に
対する工事費の
助成

建築指導
課

事前相談、現地
調査

窓口開設日数 ２４１日 ２４１日 現地調査 窓口開設日数 ２４３日 9
生け垣の奨励
及び保全事業

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
非常勤嘱託職員を既
に活用済み。

予算
なし

18

生け垣の築造に
対する工事費の
助成

建築指導
課

助成金の支払い
事務

窓口開設日数 ２４１日 ２４１日 2,216
助成金の支払い
事務

処理件数 ２０件 3,000 9
生け垣の奨励
及び保全事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

19 総
保全生け垣の指
定及び助成事業

安全で緑豊かなまちづく
りを推進するため、生け
垣の指定及び助成を推進
する。

生け垣
の所有

者

政
策

公園みど
り課

5,841
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 6,207 9
生け垣の奨励
及び保全事業

未 高 高 中 縮小 有り
減
ら
す

19
保全生け垣の指
定及び助成事業

公園みど
り課

保全生け垣の指
定及び指定更新
の受付事務

受付日数 ２４３日 ２４１日 0
保全生け垣の指
定及び指定更新
の受付事務

受付日数 ２４３日 107 9
生け垣の奨励
及び保全事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。
指定地域、助成単価
等の検討を進める。

減
ら
す

19
保全生け垣の指
定及び助成事業

公園みど
り課

保全生け垣の現
地調査及び助成
金の交付事務

交付件数 ８６７件 ９０６件 5,841
保全生け垣の現
地調査及び助成
金の交付事務

交付件数 ８６７件 6,100 9
生け垣の奨励
及び保全事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。
指定地域、助成単価
等の検討を進める。

減
ら
す

19
保全生け垣の指
定及び助成事業

公園みど
り課

補助要綱の見直
し（防災視点の
追加）

要綱改正
２３年３
月末まで 9

生け垣の奨励
及び保全事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
緑あふれる環境
づくりの推進
（緑化教室）

緑化教室を開催すること
のより基礎知識を習得
し、緑あふれる環境づく
りを推進する。

市民
政
策

公園みど
り課

30
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 30 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

20

緑あふれる環境
づくりの推進
（緑化教室）

公園みど
り課

緑化教室の開催
事務

教室の開催回
数

年３回 年３回 30
緑化教室の開催
事務

教室の開催回
数

年２回 30
不
可

必
要

不
可

済 無 有り

協働による市民活動
団体等のノウハウの
活用を今後も進め
る。

維持

21 総
みどりの審議会
の設置・運営

みどりの基本計画の策定
後、計画通りに事業が進
捗しているかどうか検証
し、事業の推進を図る。

市民
政
策

公園みど
り課

0

審議会の設置には至
らなかったが、今後
の成果を見込み、審
議会設置に向けた調
整を進める。

Ｃ 683 1
みどり審議会
の設置・運営

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

21
みどりの審議会
の設置・運営

公園みど
り課

みどりの審議会
の設置・運営

みどりの審議
会の開催回数

年２回 なし 0
みどりの審議会
の設置・運営

みどりの審議
会の開催回数

年３回 683 1
みどり審議会
の設置・運営

不
可

必
要

可 可 無 有り 22

審議会会議録の作成
を委託することによ
り民間活用を進め
る。

維持

22 総

(財)かながわトラ
ストみどり財団
湘南地区協議会
負担金

財団との相互交流及び活
動への協力など行うこと
により、みどり豊かなか
ながわの創造に寄与す
る。

（財）
かなが
わトラ
ストみ
どり財

団

政
策

公園みど
り課

80
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 80 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

22

(財)かながわトラ
ストみどり財団
湘南地区協議会
負担金

公園みど
り課

協議会への参加
及び負担金等の
支払事務

参加回数 年４回 年４回 80
協議会への参加
及び負担金等の
支払事務

参加回数 年４回 80 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。

維持

23 総
(財)都市緑化基金
等連絡協議会負
担金

財団との相互交流及び活
動への協力など行うこと
により、みどり豊かなか
ながわの創造に寄与す
る。

(財)都
市緑化
基金等
連絡協
議会

政
策

公園みど
り課

0
活動指標の達成はで
きなかったが今後成
果が見込める。

Ｃ 30 未 中 中 中
現状維

持
有り 維持

23

(財)都市緑化基金
等連絡協議会負
担金

公園みど
り課

協議会への参加
及び負担金等の
支払い事務

参加回数 年３回 なし 0
協議会への参加
及び負担金等の
支払い事務

参加回数 年３回 30 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。
有効的な協議会参加
を検討する。

維持

24 総
緑化推進団体活
動補助金

緑化の普及、啓発に取り
組んでいる緑化推進団体
等へ補助し、団体の活性
化を図る。

みどり
の実践
団体

政
策

公園みど
り課

56
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 56 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

24
緑化推進団体活
動補助金

公園みど
り課

各団体からの補
助金交付申請の
受付及び交付等
の事務

補助金交付団
体数

7団体 7団体 56

各団体からの補
助金交付申請の
受付及び交付等
の事務

補助金交付団
体数

7団体 56 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。

維持

25 総
茅ヶ崎地区工場
等緑化推進協議
会補助金

一定規模以上の事業所に
緑化の向上を要請し、特
に中心市街地の事業所の
緑化を推進する。

茅ヶ崎
地区工
場等緑
化推進
協議会

政
策

公園みど
り課

16
目標を達成してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 16 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

25

茅ヶ崎地区工場
等緑化推進協議
会補助金

公園みど
り課

協議会への参加
及び補助金の交
付事務等

参加回数 年５回 年８回 16
協議会への参加
及び補助金の交
付事務等

参加回数 年５回 16 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
支払い事務等につい
て再任用職員等の活
用が可能である。

維持

26 総
樹木センター事
業（民有地緑化
推進事業）

市民が不要となった樹木
を公共施設だけでなく、
希望する市民にも配布
し、民有地緑化の推進を
図る。

不用樹
木申し
出の市

民

政
策

グリーンバン
ク制度による
民有地緑化推
進事業

公園みど
り課

3,347

目標を概ね達成し、
成果が出ている。市
民ニーズがあり、制
度の積極的な周知に
より、今後も成果が
見込める。

Ａ 1,250 #

グリーンバン
ク制度による
民有地緑化推
進事業

未 高 中 高 縮小 有り
減
ら
す

26

樹木センター事
業（民有地緑化
推進事業）

公園みど
り課

樹木センターの
設置・不要樹木
の移植

不要樹木移植
本数

１０本 １７本 3,347
樹木センターの
設置・不用樹木
の移植

不用樹木移植
本数（高木）

１０本 1,250 #

グリーンバン
ク制度による
民有地緑化推
進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
不要樹木の引取を２
３年度から休止す
る。

減
ら
す

26

樹木センター事
業（民有地緑化
推進事業）

公園みど
り課

みどりのパト
ロールによる不
用樹苗樹木の引
き取り及び移植

引き取り及び
移植件数

４件 ３件 0

みどりのパト
ロールによる不
用樹苗樹木の引
き取り及び移植

引き取り及び
移植件数

１００本 #

グリーンバン
ク制度による
民有地緑化推
進事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り
予算
なし

27 総
保存樹林指定事
業

市街地に残る貴重な樹林
を保全し、市民にとって
情緒豊かなまちづくりに
努める。

保存樹
林所有

者

政
策

公園みど
り課

26,920

目標を概ね達成する
とともに適切に事務
処理を行っており、
成果が出ている。

Ａ 27,835 未 中 高 高
現状維

持
有り 維持

27
保存樹林指定事
業

公園みど
り課

保存樹林の指定
及び保存樹林奨
励補助金の支出
事務

指定件数 ３６件 ３３件 26,860

保存樹林の指定
及び保存樹林奨
励補助金の支出
事務

指定件数 ３６件 27,778 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

指定に関する事務等
について再任用職員
の活用が可能であ
る。

維持

27
保存樹林指定事
業

公園みど
り課

保存樹林標柱設
置及び書き替え
等

標識設置及び
書き替え本数

２５本 １０本 60
保存樹林標柱設
置及び書き替え
等

標識設置及び
書き替え本数

２５本 57 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

指定に関する事務等
について再任用職員
の活用が可能であ
る。

維持
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

28 総
保存樹木指定事
業

市街地に残る貴重な樹木
を保全し、市民にとって
情緒豊かなまちづくりに
努める。

保存樹
木所有

者

政
策

公園みど
り課

90

目標達成のため、周
知が必要。一定の成
果は出ているが、事
業の拡充により、さ
らに成果が見込め
る。

Ｃ 93 未 中 高 高
現状維

持
有り 維持

28
保存樹木指定事
業

公園みど
り課

保存樹木の指定
及び保存樹木奨
励補助金の支出
事務

指定件数 ２９件 １３件 54

保存樹木の指定
及び保存樹木奨
励補助金の支出
事務

指定件数 ２９件 63 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

指定に関する事務等
について再任用職員
の活用が可能であ
る。

維持

28
保存樹木指定事
業

公園みど
り課

保存樹木標柱設
置及び書き替え
等

標識設置及び
書き替え本数

２５本 ６本 36
保存樹木標柱設
置及び書き替え
等

標識設置及び
書き替え本数

２５本 30 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

指定に関する事務等
について再任用職員
の活用が可能であ
る。

維持

29 総 緑化まつり事業

春の市民まつりに併せ、
「みどりフェアちがさ
き」を開催し、市民への
緑化意識の普及、高揚を
図る。

みどり
フェア
参加の
市民

政
策

公園みど
り課

700
目標を概ね達成して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 600 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

29 緑化まつり事業
公園みど

り課

みどりフェアち
がさき実行委員
会との開催等に
関する事務調整
等

実行委員会へ
の参加回数

年４回 年３回

みどりフェアち
がさき実行委員
会との開催等に
関する事務調整
等

実行委員会へ
の参加回数

年４回
不
可

必
要

済 済 無 なし
予算
なし

29 緑化まつり事業
公園みど

り課

みどりフェアち
がさきの開催
（委託）

開催回数 年１回 年１回 700
みどりフェアち
がさきの開催
（委託）

開催回数 年１回 600
不
可

必
要

済 済 無 有り 22

緑のまちづくり基金
の募金活動の充実に
つながる事業内容の
検討を進める。

維持

30 総
緑のまちづくり
基金積立事業

良好な自然環境を形成し
ている緑地の取得に充て
るために、基金の積立を
行う。

基金協
力者

政
策

緑のまちづく
り基金の充実

公園みど
り課

20,000
目標を概ね達成して
おり、成果が出てい
る。

Ａ 10,000 #
緑のまちづく
り基金の充実

未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

30
緑のまちづくり
基金積立事業

公園みど
り課

基金のPR及び公
共施設への募金
箱、寄付金付き
自動販売機の設
置、各種イベン
トによる募金呼
び掛け等

イベント等に
よる募金活動
回数

年５回 年４回 0

基金のPR及び公
共施設への募金
箱、寄付金付き
自動販売機の設
置、各種イベン
トによる募金呼
び掛け等

イベント等に
よる募金活動
回数

年５回 #
緑のまちづく
り基金の充実

済
必
要

不
可

済 無 有り 22

ネーミングライツ等
を活用した基金の充
実手法の検討を進め
る。

予算
なし

30
緑のまちづくり
基金積立事業

公園みど
り課

基金の積み立て
事務

予算等の執行
回数

１回 １回 20,000
基金の積み立て
事務

予算等の執行
回数

１回 10,000 #
緑のまちづく
り基金の充実

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
２３年度基金積立額
を５００万円とす
る。

減
ら
す

31 総
清水谷保全事業
（特別緑地保全
地区の指定）

自然豊かな北部丘陵の骨
格となる清水谷周辺地域
の保全を図るため、法制
度を活用し、特別緑地保
全地区の指定を目指す。

清水谷
地権者

政
策

清水谷・市民
の森の法制度
活用による保
全事業

公園みど
り課

3,654
適正に事務を行って
おり、今後成果が見
込める。

Ａ 4,500 4

清水谷・市民
の森の法制度
活用による保
全事業

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

31

清水谷保全事業
（特別緑地保全
地区の指定）

公園みど
り課

特別緑地保全地
区の指定に向け
た取り組み

自然環境調査
報告書の提出

２２年３
月末まで

２２年３
月末まで

3,654
特別緑地保全地
区の指定に向け
た取り組み

地権者への対
応、用地測量

２３年３
月末まで

4,500 4

清水谷・市民
の森の法制度
活用による保
全事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 23
２３年度中の特別緑
地保全地区指定を目
指す。

増
や
す

32 総 記念樹配布事業
市民に対して、記念樹を
配布することにより、民
有地緑化の推進を図る。

市民
政
策

記念樹配布事
業

公園みど
り課

1,034

目標は達成できな
かったが、一定の成
果は出ており、制度
の周知により、今後
成果が見込める。

Ｃ 1,800 7
記念樹配布事
業

未 中 高 高 縮小 有り
減
ら
す

32 記念樹配布事業
公園みど

り課
記念樹配布事業
の実施

記念樹配布件
数

１５００
件

５８３件 1,034
記念樹配布事業
の実施

記念樹配布件
数

600件 1,800 7
記念樹配布事
業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

事業手法を見直し予
算額の圧縮を図る。
再任用職員等の活用
が可能である。

減
ら
す

33 総
開発行為に伴う
緑地の協議

開発行為に伴う事業者と
の事前協議と完了検査に
より良好な都市環境を形
成するとともに緑化の推
進を図る

開発事
業者

政
策

公園みど
り課

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

33
開発行為に伴う
緑地の協議

公園みど
り課

開発行為に伴う
事前協議

協議件数 ４０件 ３３件
開発行為に伴う
事前協議

協議件数 ４０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

33
開発行為に伴う
緑地の協議

公園みど
り課

開発行為に伴う
完了検査

完了検査件数 ３０件 ３３件
開発行為に伴う
完了検査

完了検査件数 ３０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

34 総
自然環境基礎調
査業務

本市の北部丘陵及び生物
多様性の保全のための制
度構築を進めるための基
礎調査を実施する。

土地所
有者

政
策

公園みど
り課

5,000 3
自然環境基礎
調査事業

未 高 高 高 拡大 有り 維持
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

34
自然環境基礎調
査業務

公園みど
り課

植生図等の作成
及び生物多様性
保全に関する講
習会の開催

植生図作成、
生物多様性保
全講習会

23年3月 5,000 3
自然環境基礎
調査事業

不
可

必
要

可 可 無 有り 22

調査については民間
委託を活用するとと
もに市民協働も必要
と考える。

維持

35 総
自然環境保全地
域の指定

「神奈川県自然環境保全
条例」に基づく県の地域
指定により自然環境の保
全を図る。

地権
者・市
民・神
奈川県

政
策

環境政策
課

県の地域指定による
自然環境保全により
成果が出ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

35
自然環境保全地
域の指定

環境政策
課

自然環境保全地
域の指定

指定地域数

既指定地
域３ヶ所
の指定継
続

既指定地
域３ヶ所
の指定継
続

自然環境保全地
域の指定

指定地域数

既指定地
域３ヶ所
の指定継
続

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

35
自然環境保全地
域の指定

環境政策
課

神奈川県自然保
護奨励金の交付
事務の受託

交付件数 １件 １件
神奈川県自然保
護奨励金の交付
事務の受託

交付件数 １件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

36 総
自然環境評価調
査の活用

自然環境評価調査を各種
施策へ反映させる。

調査に
参加し
た市民

等

政
策

環境政策
課

現時点では成果が出
ていないが、今後成
果が見込める。

Ｃ 未 高 高 高 拡大 有り
予算
なし

36
自然環境評価調
査の活用

環境政策
課

自然環境評価
マップ活用方法
の研究

マップ活用・
方針の決定

３月
継続審議
とする。

自然環境評価
マップ活用方法
の研究

マップ活用協
議会の開催

年４回
不
可

必
要

不
可

済 無 有り 22
評価マップの再調査
についての方向性を
明確にする。

予算
なし

36
自然環境評価調
査の活用

環境政策
課

自然環境調査
（昆虫、植物
等）の実施

調査の実施回
数

年３回 年２回
自然環境調査
（昆虫、植物
等）の実施

調査の実施回
数

年１回以
上

不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

36
自然環境評価調
査の活用

環境政策
課

自然環境調査に
係る庁内管理シ
ステムの検討

検討会議 年４回 年０回
自然環境調査に
係る庁内管理シ
ステムの検討

データ管理委
員会の開催

年４回
不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

37 総
コア地域等の管
理保全事業

自然環境評価調査により
重要とされたコア地域等
の管理保全を市民団体と
の協働により進める。

コア地
域等

政
策

環境政策
課

市民活動団体との連
絡調整、現地での管
理保線活動により成
果は出ている。

Ａ 未 高 高 高 拡大 有り
予算
なし

37
コア地域等の管
理保全事業

環境政策
課

市民活動団体と
の連絡調整

連絡調整会議
への出席

年１２回 年１２回
市民活動団体と
の連絡調整

連絡調整会議
への出席

年１２回
不
可

必
要

不
可

済 有 有り 23
各コア地域の保全管
理計画の作成を進め
る。

予算
なし

37
コア地域等の管
理保全事業

環境政策
課

コア地域等の管
理保全

市民活動団体
との管理保全
活動

通年 通年
コア地域等の管
理保全

市民活動団体
との管理保全
活動

通年
不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

38 総 森林の管理保全

森林法の改正等による森
林計画の見直しを図り、
森林の整備と林業の生産
活動等を適切に推進す
る。

森林所
有者

義
務

農政課
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし

38 森林の管理保全 農政課
森林法の改正等
に伴う計画の見
直し等

計画の見直し
に係る意見書
回答

年１件 年０回
森林法の改正等
に伴う計画の見
直し等

計画の見直し
に係る意見書
回答

年１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

38 森林の管理保全 農政課
伐採及び伐採後
の造林の届出書
の処理

伐採届出書等
の審査・受理

年５件 年５件
伐採及び伐採後
の造林の届出書
の処理

伐採届出書等
の審査・受理

年５件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

届出書等の審査・受
理事務について再任
用職員等の活用が可
能である。

予算
なし

39 総
県森林協会に係
る事務

県森林協会において農政
業務に関する協議研究を
行い、推進と円滑化を図
る。

県森林
協会

内
部

農政課 172
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 172
現状維

持
有り 維持

39
県森林協会に係
る事務

農政課
県森林協会への
参加及び負担金
の支出等

会議等への参
加回数

年３回 年１回 172
県森林協会への
参加及び負担金
の支出等

会議等への参
加回数

年３回 172 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

負担金の支出事務に
ついては再任用職員
等の活用が可能であ
る。

維持

40 総
火入れ申請の受
理・許可

火入れに関する事業を把
握するためと責任者・事
業者を明確にするため。
林野火災及び森林の喪失
を防ぐために許可制をと
る。

市民
義
務

農政課
適切に事務を行って
おり成果が出てい
る。

Ａ 現状維
持

有り
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

77,306 77,306 70,963 70,963

実施計画
事業名

景観みどり課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

景観みどり課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

40
火入れ申請の受
理・許可

農政課
火入れ許可申請
の受付・許可等

火入れ許可申
請の受付件数

年１件 年０件
火入れ許可申請
の受付・許可等

火入れ許可申
請の受付件数

年１件 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

申請の受付事務につ
いては再任用職員等
の活用が可能であ
る。

予算
なし

701 総
緑の基本計画の
見直し

都市緑地法第４条の規定
により緑地の保全及び緑
化を推進するため計画の
見直しを図る。

市民
政
策

公園みど
り課

0
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

701
緑の基本計画の
見直し

公園みど
り課

緑の基本計画の
策定

みどりの基本
計画の策定

22年3月 21年7月 0

702 総
都市整備に係る
調査研究事業

かながわ住まいまちづく
り協会への参加によりま
ちづくりに関する情報収
集を行う。

かなが
わ住ま
いまち
づくり
協会

政
策

都市整備
課

100
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ №７景観計画推進事
業へ統合

702
都市整備に係る
調査研究事業

都市整備
課

かながわ住まい
まちづくり協会
主催の会議等へ
の参加による情
報交換及び調査
研究

参加回数
（年間）

１回 年３回 100

888 総
災害応急対策活
動

災害応急対策の特命に関
すること

全市民
等

義
務

景観まち
づくり課

888
災害応急対策活
動

景観まち
づくり課

課の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

課の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月

888
災害応急対策活
動

景観まち
づくり課

※発生時
応急危険度判定
士を建築指導課
へ派遣

被災建物の危
険度を判定

１名 実績なし

※発生時
応急危険度判定
士を建築指導課
へ派遣

被災建物の危
険度を判定

１名

888
災害応急対策活
動

景観まち
づくり課

※発生時
災害対策地区拠
点に担当職員を
派遣

被災者への救
護・支援活動
等を実施

１名 実績なし

※発生時
災害対策地区拠
点に担当職員を
派遣

被災者への救
護・支援活動
等を実施

１名

888
災害応急対策活
動

景観まち
づくり課

※発生時
災害応急対策の
特命への対応

災害応急対策
時に緊急応援
を行うために
職場待機

４名 実績なし
※発生時
災害応急対策の
特命への対応

災害応急対策
時に緊急応援
を行うために
職場待機

４名

888 総 庁内共通事務
内
部

景観まち
づくり課


